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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子デバイスで用いるための接着性封入用組成物であって、
　３００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有し且つ前記接着性封入用組成物の総重
量の少なくとも５０重量％含まれるポリイソブチレン樹脂と、
　多官能性（メタ）アクリレートモノマーと、
　を含み、粘着付与剤を含まない、接着性封入用組成物。
【請求項２】
　電子デバイスで用いるための接着性封入用組成物であって、
　３００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有する、５０～８０重量％の第１のポリ
イソブチレン樹脂と、
　１００，０００ｇ／モル未満の重量平均分子量を有する、１０～３０重量％の第２のポ
リイソブチレン樹脂と、
　１０～２０重量％の多官能性（メタ）アクリレートモノマーと、
　を含み、粘着付与剤を含まない、接着性封入用組成物。
【請求項３】
　電子デバイスで用いるための接着性封入用組成物であって、
　３００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有する、２０重量％以下の第１のポリイ
ソブチレン樹脂と、
　２００，０００ｇ／モル以下の重量平均分子量を有する、１０～５０重量％の第２のポ
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リイソブチレン樹脂と、
　１０～４０重量％の多官能性（メタ）アクリレートモノマーと、
　３０～６０重量％の粘着付与剤と、
　を含む、接着性封入用組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　電子デバイスに使用するための封入接着剤組成物を開示する。より具体的には、有機電
気発光デバイス、タッチスクリーン、光起電デバイス、及び薄膜トランジスタ等の電子デ
バイスに使用するためのポリイソブチレンを含む感圧性接着剤組成物を開示する。
【背景技術】
【０００２】
　有機電気発光デバイスは、アノードとカソードとの間に有機電荷輸送層及び有機発光層
を配置することにより有機層（以後「発光ユニット」と称する場合もある）を含む。電気
発光デバイスは、多くの場合高強度の発光を提供するが、直流及び低い電圧で駆動するこ
とが可能である。電気発光デバイスの全ての構成要素は固形材料から形成され、フレキシ
ブルディスプレイとして使用される可能性がある。
【０００３】
　一部の電気発光デバイスの性能は時間の経過とともに劣化し得る。例えば、発光強度、
発光効率、及び発光均一度のような発光特性は時間とともに減少する可能性がある。発光
特性の劣化は、有機電気発光デバイスに浸透する酸素による電極の酸化、素子の駆動によ
る熱の発生による有機材料の酸化分解、有機電気発光デバイスに浸透する空気中の水分に
よる電極の腐食、又は有機材料の破壊によって引き起こされる可能性がある。更に、構造
の界面剥離もまた発光特性の劣化を引き起こす場合がある。界面剥離は、例えば、酸素又
は水分の影響、及び素子駆動の間の熱生成の影響に起因することがある。熱は、隣接した
層の間の熱膨張係数の相違に起因する応力の生成により、界面剥離を誘引し得る。
【０００４】
　有機電気発光デバイスは、デバイスを水分及び／又は酸素との接触から保護するために
ポリマー材料で封入される場合がある。しかし、ポリマー材料の気密封止特性、水分耐性
、防湿特性等のために、多くのポリマー材料は不適切である。熱硬化性ポリマー材料を用
いる場合、熱を用いて材料を硬化させるが、これにより有機発光層及び／若しくは電荷輸
送層が劣化する恐れがある、又は結晶化のためにデバイスの発光特性が劣化する恐れがあ
る。光硬化性ポリマー材料を用いる場合、紫外線を用いて材料を硬化させることが多いが
、これにより有機発光層及び／又は電荷輸送層が劣化する恐れがあるポリマー材料を硬化
させた後、装置を使用するときに受ける恐れのある衝撃、屈曲、又は振動によりポリマー
材料に亀裂が入る恐れがあり、それはまたデバイスの性能特性の劣化を導く恐れもある。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　１つの態様では、約３００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有する第１のポリイ
ソブチレン樹脂と、多官能性（メタ）アクリレートモノマーと、を含む、電子デバイスで
用いるための接着性封入用組成物であって、粘着付与剤を実質的に含まない接着性封入用
組成物が、本明細書に開示される。
【０００６】
　別の態様では、約３００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有する第１のポリイソ
ブチレン樹脂と、約１００，０００ｇ／モル未満の重量平均分子量を有する第２のポリイ
ソブチレン樹脂と、を含む、電子デバイスで用いるための接着性封入用組成物であって、
粘着付与剤を実質的に含まない接着性封入用組成物が、本明細書に開示される。
【０００７】
　別の態様では、約３００，０００ｇ／モル未満の重量平均分子量を有する第２のポリイ
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ソブチレン樹脂と、多官能性（メタ）アクリレートモノマーと、粘着付与剤と、を含む、
電子デバイスで用いるための接着性封入用組成物であって、約３００，０００ｇ／モル超
の重量平均分子量を有する第１のポリイソブチレン樹脂を実質的に含まない接着性封入用
組成物が、本明細書に開示される。
【０００８】
　別の態様では、約３００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有する第１のポリイソ
ブチレン樹脂であって、接着性封入用組成物の総重量の２０重量％以下含まれる第１のポ
リイソブチレン樹脂と、約３００，０００ｇ／モル未満の重量平均分子量を有する第２の
ポリイソブチレン樹脂と、多官能性（メタ）アクリレートモノマーと、粘着付与剤とを含
む接着性封入用組成物が、本明細書に開示される。
【０００９】
　幾つかの実施形態では、本明細書に開示される接着性封入用組成物は、光重合性であっ
てもよく、又は熱重合性であってもよい。幾つかの実施形態では、接着性封入用組成物は
、それぞれ基材上に配置された接着層の形態で提供することができる。
【００１０】
　一般に、接着性封入用組成物は感圧性接着剤である。接着性封入用組成物は、有機発光
デバイス、光起電デバイス、及び薄膜トランジスタ等の電子デバイスで用いることができ
る。
【００１１】
　本発明のこれらの態様及び他の態様について以下の「発明を実施するための形態」に記
載する。上記の概要は、いかなる場合にも特許請求される発明の主題を限定するものとし
て解釈されるべきではなく、発明の主題は本明細書に記載される特許請求の範囲によって
のみ定義されるものである。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１Ａ】例示的な接着剤封入被膜の概略断面図。
【図１Ｂ】例示的な接着剤封入被膜の概略断面図。
【図１Ｃ】例示的な接着剤封入被膜の概略断面図。
【図１Ｄ】例示的な接着剤封入被膜の概略断面図。
【図２】有機発光ダイオードの概略断面図。
【図３Ａ】例示的な光起電力電池の概略断面図。
【図３Ｂ】例示的な光起電力電池の概略断面図。
【図３Ｃ】例示的な光起電力電池の概略断面図。
【図４Ａ】例示的な薄膜トランジスタの概略断面図。
【図４Ｂ】例示的な薄膜トランジスタの概略断面図。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本明細書に開示される接着性封入用組成物は、１つ以上の利点を提供することができる
。接着性封入用組成物は、水を僅かしか含まない又は全く含まないため、電子デバイスに
対する水分の悪影響が最低限に抑えられる。別の利点は、水分の透過性が低いため、封入
される電子的構成要素の水分への曝露を阻止できる又は最低限に抑えられることである。
接着性封入用組成物はまた、酸性成分を僅かしか含まない又は全く含まないよう設計する
ことができるため、デバイス中に電極等の金属構成要素の腐食を阻止できる又は最低限に
抑えられる。
【００１４】
　接着性封入用組成物はまた良好な接着特性を呈する。接着性封入用組成物は十分な流動
性を有するため、封入される電子デバイス内の空隙として空気がほとんど捕捉されない又
は全く捕捉されない。更に、接着性封入用組成物は、電子用途で用いるための接着剤で問
題となることが多いガス放出がほとんど生じない又は全く生じない可能性がある。接着性
封入用組成物の取扱性は、基材上に層として組成物を提供し、接着剤封入被膜を形成する
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ことにより改善できる。
【００１５】
　接着性封入用組成物は、電磁スペクトルの可視領域において高い透過率（少なくとも約
８０％）を有してもよく、該可視領域は約３８０ｎｍ～約８００ｎｍの波長を有する。接
着性封入用組成物が可視領域においてかかる高透過率を有する場合、それは光を遮断する
ことなしに電子デバイスの発光又は受光表面の側に配置することができる。
【００１６】
　加えて、接着性封入用組成物は、多様な電子デバイスで用いることができる。かかるデ
バイスでは、衝撃又は振動による封入の不具合の発生を最低限に抑えることができる。接
着性封入用組成物を用いることができる電子デバイスの１種は、フレキシブルディスプレ
イである。電子デバイスの他の種類としては、有機発光ダイオード、光起電力電池、薄膜
トランジスタ、及びタッチスクリーンが挙げられる。
【００１７】
　幾つかの実施形態では、接着性封入用組成物は、約３００，０００ｇ／モル超の重量平
均分子量を有する第１のポリイソブチレン樹脂と、多官能性（メタ）アクリレートモノマ
ーと、を含み、前記接着性封入用組成物は粘着付与剤を実質的に含まない。第１のポリイ
ソブチレン樹脂は、約１，０００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有してもよい。
第１のポリイソブチレン樹脂は、接着性封入用組成物の総重量の少なくとも約５０重量％
含まれてもよい。
【００１８】
　幾つかの実施形態では、接着性封入用組成物は、約３００，０００ｇ／モル超の重量平
均分子量を有する第１のポリイソブチレン樹脂と、約１００，０００ｇ／モル未満の重量
平均分子量を有する第２のポリイソブチレン樹脂と、を含み、前記接着性封入用組成物は
粘着付与剤を実質的に含まない。この実施形態では、第１のイソブチレン樹脂は、約４０
０，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有してもよい。この実施形態では、第１のイソ
ブチレン樹脂はまた、約１，０００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有してもよい
。第１のポリイソブチレンは、接着性封入用組成物の総重量の少なくとも約５０重量％含
まれてもよい。また多官能性（メタ）アクリレートモノマーが、この実施形態の接着性封
入用組成物に含まれてもよい。かかるモノマーを用いるとき、接着性封入用組成物は、全
て接着性封入用組成物の総重量に対して、約５０～約８０重量％の第１のポリイソブチレ
ン樹脂と、約１０～約３０重量％の第２のポリイソブチレン樹脂と、約１０～約２０重量
％の多官能性（メタ）アクリレートモノマーとを含んでもよい。
【００１９】
　幾つかの実施形態では、接着性封入用組成物は、約３００，０００ｇ／モル未満の重量
平均分子量を有する第２のポリイソブチレン樹脂と、多官能性（メタ）アクリレートモノ
マーと、粘着付与剤と、を含み、約３００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有する
第１のポリイソブチレンを実質的に含まない。第２のイソブチレン樹脂は、約１００，０
００ｇ／モル未満の重量平均分子量を有してもよい。この実施形態の接着性封入用組成物
は、全て接着性封入用組成物の総重量に対して、約１０～約５０重量％の第２のポリイソ
ブチレン樹脂と、約１０～約４０重量％の多官能性（メタ）アクリレートモノマーと、約
０～約６０重量％、又は約３０～約６０重量％の粘着付与剤と、を含んでもよい。
【００２０】
　幾つかの実施形態では、接着性封入用組成物は、約３００，０００ｇ／モル超の重量平
均分子量を有する第１のポリイソブチレン樹脂であって、接着性封入用組成物の総重量の
２０重量％未満含まれる第１のポリイソブチレン樹脂と、約３００，０００ｇ／モル未満
の重量平均分子量を有する第２のポリイソブチレン樹脂と、多官能性（メタ）アクリレー
トモノマーと、粘着付与剤とを含む。この実施形態では、第１のイソブチレン樹脂は、約
１，０００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有してもよい。接着性封入用組成物は
、全て接着性封入用組成物の総重量に対して、約１０～約３０重量％の第２のポリイソブ
チレン樹脂と、約１０～約３０重量％の多官能性（メタ）アクリレートモノマーと、約０
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～約６０重量％、又は約４０～約６０重量％の粘着付与剤と、を含んでもよい。
【００２１】
　第１及び第２のポリイソブチレン樹脂は、一般に主鎖又は側鎖にポリイソブチレン樹脂
骨格を有する樹脂である。幾つかの実施形態では、第１及び第２のポリイソブチレン樹脂
は、イソブチレンの実質的ホモポリマー、例えば商品名ＯＰＰＡＮＯＬ（ＢＡＳＦ　ＡＧ
）及びＧＬＩＳＳＯＰＡＬ（ＢＡＳＦ　ＡＧ）として入手可能なポリイソブチレン樹脂で
ある。幾つかの実施形態では、第１及び第２のポリイソブチレン樹脂は、イソブチレンの
コポリマー、例えばイソブチレンが別のモノマーと共重合している合成ゴムを含む。合成
ゴムとしては、大部分のイソブチレンと少量のイソプレンのコポリマーであるブチルゴム
、例えば商品名ＶＩＳＴＡＮＥＸ（Ｅｘｘｏｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．）及びＪＳＲ
　ＢＵＴＹＬ（Ｊａｐａｎ　Ｂｕｔｙｌ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．）として入手可能なブチルゴ
ムが挙げられる。合成ゴムはまた、大部分のイソブチレンとｎ－ブタン又はブタジエンと
のコポリマーを含む。幾つかの実施形態では、イソブチレンホモポリマーとブチルゴムと
のＩ混合物を用いてもよく、即ち第１のポリイソブチレンはイソブチレンのホモポリマー
を含み、第２のポリイソブチレンはブチルゴムを含む、又は第１のポリイソブチレンはブ
チルゴムを含み、第２のポリイソブチレンはイソブチレンのホモポリマーを含む。第１及
び第２のポリイソブチレン樹脂は、それぞれ１種超の樹脂を含んでもよい。
【００２２】
　ポリイソブチレン樹脂は、一般に透明な被膜を形成できるように、水素化脂環式炭化水
素樹脂に類似する溶解度パラメータ（ＳＰ値）（化合物の極性を特徴付けるための指数で
ある）を有し、用いられる場合、水素化脂環式炭化水素樹脂と良好な適合性（即ち混和性
）を呈する。更に、ポリイソブチレン樹脂は、低表面エネルギーを有するため、被接着体
（adherent）上への接着剤の展延（spreadability）を可能にし、界面における空隙の発
生が最低限に抑えることができる。更に、ガラス転移温度及び水分透過性が低く、したが
ってポリイソブチレン樹脂は接着性封入用組成物の基樹脂として好適である。
【００２３】
　ポリイソブチレン樹脂は、一般に接着性封入用組成物に所望の程度の流動性を付与する
ために用いることができる所望の粘弾特性を有してもよい。ひずみレオメータ（strain r
heometer）を用いて、種々の温度における弾性率（貯蔵弾性率）Ｇ’及び粘性率（損失率
）Ｇ”を測定することができる。次いでＧ’及びＧ”を用いて比ｔａｎ（δ）＝Ｇ”／Ｇ
を決定することができる。一般に、ｔａｎ（δ）値が高くなるにつれて、材料はより粘性
材料様になり、ｔａｎ（δ）値が低くなるにつれて、材料はより弾性固体様になる。幾つ
かの実施形態では、ポリイソブチレン樹脂は、組成物の温度が約７０℃～約１１０℃であ
るとき、接着性封入用組成物が少なくとも約０．５の比較的低度数のｔａｎ（δ）値を有
するように選択してもよい。このように、組成物は、ほとんど又は全く空気が捕捉されて
いない非平坦表面上で十分に流動することができる。
【００２４】
　接着性封入用組成物の所望の粘弾特性は、粘着付与剤を全く用いることなしに（メタ）
アクリレートモノマーと組み合わせたとき、約３００，０００ｇ／モル超、又は約１，０
００，０００超の重量平均分子量を有する第１のポリイソブチレン樹脂を用いて得ること
ができる。更に、接着性封入用組成物の所望の粘弾特性は、接着性封入用組成物の総重量
に対して約５０重量％超の第１のポリイソブチレンを用いて得ることができる。
【００２５】
　多官能性（メタ）アクリレートモノマーは、飽和であっても不飽和であってもよく、脂
肪族、脂環式、芳香族、複素環式、及び／又はエポキシ官能基を含んでもよい。幾つかの
実施形態では、ポリイソブチレン樹脂及び任意の粘着付与剤の混和性を高めることができ
るため、飽和長鎖アルキル（メタ）アクリレート、脂環式（メタ）アクリレート、（メタ
）アクリレート／エポキシモノマー、又はこれらの組み合わせをモノマーとして利用する
ことができる。多官能性（メタ）アクリレートモノマーは、非置換であってもよく、ヒド
ロキシ又はアルコキシ基等の種々の基で置換されてもよい。
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【００２６】
　代表的な長鎖アルキル（メタ）アクリレートとしては、オクチル（メタ）アクリレート
、ステアリル（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオルジ（メタ）アクリレート、１
，１０－デカンジオルジ（メタ）アクリレート、及び水素添加ポリブタジエンジ（メタ）
アクリレート樹脂が挙げられるが、これらに限定されない。代表的な脂環式（メタ）アク
リレートとしては、イソボルニル（メタ）アクリレート、テトラメチルピペリジイルメタ
クリレート、ペンタメチルピペリジイルメタクリレート、ジシクロペンタニル（メタ）ア
クリレート、トリシクロデカンジオールジ（メタ）アクリレート、トリシクロデカンジオ
ールジ（メタ）アクリレート、トリシクロデカンジメタノールジ（メタ）アクリレート、
及び（メタ）アクリレート化エポキシが挙げられるがこれらに限定されない。
【００２７】
　幾つかの実施形態では、２、３、４、又は４超の（メタ）アクリレート基を有する多官
能性（メタ）アクリレートモノマーを利用してもよい。多官能性（メタ）アクリレートの
混合物を利用できることも当業者には理解される。
【００２８】
　多官能性（メタ）アクリレートモノマーは、ポリイソブチレン樹脂について上述したよ
うに、被接着体に対する接着性封入用組成物の接着力及び湿潤性を最適化するよう選択す
ることができる。モノマーが硬化されて樹脂を形成するため、多官能性（メタ）アクリレ
ートモノマーは、接着性封入用組成物の接着力及び保持強度を高めることができる。
【００２９】
　上記のように、幾つかの実施形態では、粘着付与剤を用いてもよい。一般に、粘着付与
剤は、接着性封入用組成物の粘着性を高める任意の化合物又は化合物の混合物であっても
よい。所望なことに、粘着付与剤は、水分透過性を高めない。粘着付与剤は、水素化脂環
式炭化水素樹脂、部分的水素化脂環式炭化水素樹脂、非水素化脂環式炭化水素樹脂、又は
これらの組み合わせを含んでもよい。
【００３０】
　粘着付与剤の例としては、水素添加テルペン系樹脂（例えば、商標表記ＣＬＥＡＲＯＮ
　Ｐ，Ｍ及びＫ（Ｙａｓｕｈａｒａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）としてで市販されている樹脂）
、水素化樹脂又は水素化エステル系樹脂（例えば、商標表記ＦＯＲＡＬ　ＡＸ（Ｈｅｒｃ
ｕｌｅｓ　Ｉｎｃ．）、ＦＯＲＡＬ　１０５（Ｈｅｒｃｕｌｅｓ　Ｉｎｃ．）、ＰＥＮＣ
ＥＬ　Ａ（Ａｒａｋａｗａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ．Ｃｏ．，Ｌｔｄ
．）、ＥＳＴＥＲＧＵＭ　Ｈ（Ａｒａｋａｗａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅ
ｓ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．）、及びＳＵＰＥＲ　ＥＳＴＥＲ　Ａ（Ａｒａｋａｗａ　Ｃｈｅｍ
ｉｃａｌ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ．Ｃｏ．，Ｌｔｄ．）、不均化樹脂又は不均化エステル
ベース樹脂（例えば、商標表記ＰＩＮＥＣＲＹＳＴＡＬ（Ａｒａｋａｗａ　Ｃｈｅｍｉｃ
ａｌ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ　Ｃｏ．）として市販されている樹脂、石油ナフサの熱分解
により生成されたペンテン、イソプレン、ピペリン及び１，３－ペンタジエン等のＣ５留
分を共重合して得られたＣ５系石油樹脂の水素化樹脂である水素化ジシクロペンタジエン
系樹脂（例えば、商標表記ＥＳＣＯＲＥＺ　５３００及び５４００シリーズ（Ｅｘｘｏｎ
　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．）、ＥＡＳＴＯＴＡＣ　Ｈ（Ｅａｓｔｍａｎ　Ｃｈｅｍｉｃ
ａｌ　Ｃｏ．）として市販されている樹脂）、部分水素化芳香族修飾ジシクロペンタジエ
ン系樹脂（例えば、商標表記ＥＳＣＯＲＥＺ　５６００（Ｅｘｘｏｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
　Ｃｏ．）として市販されている樹脂）、石油ナフサの熱分解により生成されたインデン
、ビニルトルエン及びα－又はβ－メチルスチレン等のＣ９留分を共重合して得られたＣ
９系石油樹脂の水素化から生じる樹脂（例えば、商標表記ＡＲＣＯＮ　Ｐ又はＡＲＣＯＮ
　Ｍ（Ａｒａｋａｗａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ　Ｃｏ．）として市販
されている樹脂）、上述したＣ５留分及びＣ９留分の共重合石油樹脂の水素化から生じた
樹脂（例えば、商標表記ＩＭＡＲＶ（Ｉｄｅｍｉｔｓｕ　Ｐｅｔｒｏｃｈｅｍｉｃａｌ　
Ｃｏ．）として市販されている樹脂）が挙げられるが、これらに限定されない。
【００３１】
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　非水素化脂環式炭化水素樹脂としては、Ｃ５、Ｃ９、Ｃ５／Ｃ９炭化水素樹脂、ポリテ
ルペン樹脂、芳香族修飾ポリテルペン樹脂、又はロジン誘導体が挙げられる。非水素化脂
環式炭化水素樹脂を用いる場合、典型的には別の水素化又は部分的水素化粘着付与剤と併
用される。非水素化脂環式炭化水素樹脂は、接着性封入用組成物の総重量に対して約３０
重量％未満の量で用いてもよい。
【００３２】
　幾つかの実施形態では、粘着付与剤は、水素化炭化水素樹脂、具体的には水素化脂環式
炭化水素樹脂を含む。水素化脂環式炭化水素樹脂の具体例としては、ＥＳＣＯＲＥＺ　５
３４０（Ｅｘｘｏｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）が挙げられる。幾つかの実施形態では、水素化
脂環式炭化水素樹脂は、その水分透過性及び透明性が低いため、水素化ジシクロペンタジ
エン系樹脂である。接着性封入用組成物で使用可能な水素化脂環式炭化水素樹脂の重量平
均分子量は、典型的には約２００～５，０００ｇ／モルである。別の実施形態では、水素
化脂環式炭化水素樹脂の重量平均分子量は約５００～３，０００ｇ／モルである。重量平
均分子量が５，０００ｇ／モルを超えた場合、粘着性が乏しくなるか、又はポリイソブチ
レン樹脂との適合性が低下する場合がある。
【００３３】
　粘着付与剤は、組成物の接着性、使用温度、生産の容易性等に少なくとも部分的に依存
して変化し得る軟化温度又は軟化点（環球法軟化温度）を有する場合がある。環球法軟化
温度は一般に約５０℃～２００℃であり得る。幾つかの実施形態では、環球法軟化温度は
約８０℃～１５０℃である。環球法軟化温度が８０℃未満の場合、粘着付与剤は、電子デ
バイスによる光の放射の際に発生する熱により分離及び液状化する場合がある。これは、
有機電気発光デバイスが接着性封入用組成物で直接封入されている場合、発光層などの有
機層の変質を引き起こし得る。一方、環球法軟化温度が１５０℃を超えると、添加される
粘着付与剤の量が低すぎて関連特性の十分な改善が得られない場合がある。
【００３４】
　幾つかの実施形態では、粘着付与剤は、水素化炭化水素樹脂、具体的には水素化脂環式
炭化水素樹脂を含む。水素化脂環式炭化水素樹脂の具体例としては、ＥＳＣＯＲＥＺ　５
３４０（Ｅｘｘｏｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）が挙げられる。幾つかの実施形態では、水素化
脂環式炭化水素樹脂は、その水分透過性及び透明性が低いため、水素化ジシクロペンタジ
エン系樹脂である。接着性封入用組成物で使用可能な水素化脂環式炭化水素樹脂の重量平
均分子量は、典型的には約２００～５，０００ｇ／モルである。別の実施形態では、水素
化脂環式炭化水素樹脂の重量平均分子量は約５００～３，０００ｇ／モルである。重量平
均分子量が５，０００ｇ／モルを超えた場合、粘着性が乏しくなるか、又はポリイソブチ
レン樹脂との適合性が低下する場合がある。
【００３５】
　熱反応開始剤及び／又は光開始剤は、用いられる場合、多官能性（メタ）アクリレート
モノマーの重合を開始させるために接着性封入用組成物中で用いることができる。一般に
、反応開始剤の選択は、接着性封入用組成物で用いられる具体的な成分、及び所望の硬化
速度に少なくとも部分的に依存する。
【００３６】
　熱反応開始剤の例としては、アゾ化合物、キニーネ、ニトロ化合物、アシルハロゲン化
物、ヒドラゾン、メルカプト化合物、ピリリウム化合物、イミダゾール、クロロトリアジ
ン、ベンゾイン、ベンゾインアルキルエーテル、ジケトン、フェノン、並びにジラウロイ
ルペルオキシド及びＮＯＦ　Ｃｏ．からＰＥＲＨＥＸＡ　ＴＭＨとして入手可能な１，１
－ジ（ｔ－ヘキシルペルオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン等の有機ペル
オキシドが挙げられる。熱反応開始剤は、接着性封入用組成物の総重量に対して約０．０
１～約１０重量％又は約０．０１～約５重量％の濃度で用いられることが多い。熱反応開
始剤の混合物を用いてもよい。
【００３７】
　光開始剤の例としては、フェニル及びジフェニルホスフィンオキシド、ケトン、及びア



(8) JP 5890177 B2 2016.3.22

10

20

30

40

50

クリジン等の、アセトフェノン、ベンゾイン、ベンゾフェノン、ベンゾイル化合物、アン
トラキノン、チオキサントン、ホスフィンオキシドが挙げられる。また光開始剤の例とし
ては、商品名ＤＡＲＯＣＵＲ（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）、
ＩＲＧＡＣＵＲＥ（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）及びＬＵＣＩ
ＲＩＮ　ＴＰＯとして入手可能なエチル２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホ
スフィネート等のＬＵＣＩＲＩＮ（ＢＡＳＦ）として入手可能な光開始剤が挙げられる。
光開始剤はまた、ＵＶＩ（Ｕｎｉｏｎ　Ｃａｒｂｉｄｅ　Ｃｏｒｐ．）、ＳＰ（Ａｄｅｋ
ａ　Ｃｏｒｐ．）、ＳＩ（Ｓａｎｓｈｉｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．）、ＫＩ（Ｄｅｇ
ｕｓｓａ　ＡＧ）、ＰＨＯＴＯＩＮＩＴＩＡＴＯＲ（Ｒｏｄｉａ　Ｉｎｃ．）、ＣＩ（Ｎ
ｉｐｐｏｎ　Ｓｏｄａ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．）、及びＥＳＡＣＵＲＥ（Ｌａｍｂｅｒｄｉ　
ＳｐＡ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｐｅｃｉｔａｌｉｅｓ）という名称で入手可能なカチオン
性光開始剤を含んでもよい。光開始剤は、接着性封入用組成物の総重量に基づいて約０．
０１～約１０重量％、又は約０．０１～約５重量％の濃度で用いられることが多い。光開
始剤の混合物を用いてもよい。
【００３８】
　熱反応開始剤を用いる場合、有機電気発光デバイスは、１対の対向する電極を提供する
ことと、少なくとも有機発光層を有し、対向する電極対間に配置される発光ユニットを提
供することと、発光ユニットの上、上方、又は周囲に、接着性封入用組成物であって、本
明細書に開示されるもののうちいずれかと熱反応開始剤とを含む接着性封入用組成物を提
供することと、接着性封入用組成物を加熱して重合接着性封入用組成物を形成することに
より作製することができる。幾つかの実施形態では、接着性封入用組成物の加熱は、組成
物を約１１０℃未満の温度に加熱することを含む。
【００３９】
　光開始剤を用いる場合、有機電気発光デバイスは、１対の対向する電極を提供すること
と、少なくとも有機発光層を有し、対向する電極対間に配置される発光ユニットを提供す
ることと、発光ユニットの上、上方、又は周囲に接着性封入用組成物であって、本明細書
に開示されるもののうちいずれかとＵＶ開始剤とを含む接着性封入用組成物を提供するこ
とと、接着性封入用組成物にＵＶを適用して重合接着性封入用組成物を形成することによ
り作製することができる。
【００４０】
　１つの実施形態において、オニウム塩が、その金属イオン混入レベルの低さから使用可
能である。オニウム塩にはヨードニウム、スルホニウム、及びホスホニウム錯体塩類が挙
げられるがこれらに限定されない。一般に有用なオニウム塩は、一般式Ｙ＋Ｘ－を有して
もよい。Ｙは、アリールジアルキルスルホニウム、アルキルジアリールスルホニウム、ト
リアリールスルホニウム、ジアリールヨードニウム及びテトラアリールホスホニウムカチ
オン類であり、各アルキル基及びアリール基は置換されていてもよい。ＸはＰＦ６

－、Ｓ
ｂＦ６

－、ＣＦ３ＳＯ３
－、（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ－、（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ－、（Ｃ６

Ｆ５）４Ｂ－アニオンを含んでもよい。
【００４１】
　上記構成要素に加えて、接着性封入用組成物は任意の添加剤を含有してもよい。例えば
、接着性封入用組成物は柔軟化剤を含有しても良い。柔軟化剤は、例えば、加工性を向上
させるために組成物の粘度を調節する（例えば、組成物を押出成形に適するようにする）
ため、組成物のガラス転移温度の低下により低温での初期付着性を高めるため、又は凝集
性と接着性との間の受容可能なバランスを提供するために有用であり得る。一実施形態に
おいて、柔軟化剤は、低揮発性を有し、透明であり、着色及び／又は臭気がないように選
択する。
【００４２】
　使用可能な柔軟化剤の例としては、芳香族型、パラフィン型、及びナフテン型などの石
油系炭化水素、液状ポリイソブチレン樹脂、液状ポリブテン、及び水素添加液状ポリイソ
プレン等の液状ゴム又はその誘導体、ワセリン、及び石油系アスファルトが挙げられるが
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、これらに限定されない。柔軟化剤を使用する実施形態において、１種類の柔軟化剤又は
複数の柔軟化剤の組み合わせを使用することができる。
【００４３】
　柔軟化剤の具体的な例としては、商品名ＮＡＰＶＩＳ（ＢＰ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）、
ＣＡＬＳＯＬ　５１２０（ナフテン系オイル、Ｃａｌｕｍｅｔ　Ｌｕｂｒｉｃａｎｔｓ　
Ｃｏ．）、ＫＡＹＤＯＬ（パラフィン系、白色鉱油、Ｗｉｔｃｏ　Ｃｏ．）、ＴＥＴＲＡ
Ｘ（Ｎｉｐｐｏｎ　Ｏｉｌ　Ｃｏ．）、ＰＡＲＡＰＯＬ　１３００（Ｅｘｘｏｎ　Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌ　Ｃｏ．）、及びＩＮＤＯＰＯＬ　Ｈ－３００（ＢＰＯ　Ａｍｏｃｏ　Ｃｏ．
）が挙げられるが、これらに限定されない。柔軟化剤のその他の特定な例には、その他の
ポリイソブチレン樹脂ホモポリマー、Ｉｄｅｍｉｔｓｕ　Ｋｏｓａｎ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．
から市販されている材料等のポリブチレン、Ｎｉｈｏｎ　Ｙｕｓｈｉ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．
から市販されている材料等のポリブチレン、及びその他の液状ポリブチレンポリマーが挙
げられる。更にその他の柔軟化剤の具体例としては、商品名ＥＳＣＯＲＥＺ　２５２０（
液状芳香族石油炭化水素樹脂、Ｅｘｘｏｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．、ＲＥＧＡＬＲＥ
Ｚ　１０１８（液状芳香族石油炭化水素樹脂、Ｈｅｒｃｕｌｅｓ　Ｉｎｃ．、ＳＹＬＶＡ
ＴＡＣ　５Ｎ（変性ロジンエステルの液体樹脂、Ａｒｉｚｏｎａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃ
ｏ．）が挙げられる。
【００４４】
　１つの実施形態において、柔軟化剤は飽和炭化水素化合物である。別の実施形態におい
て、柔軟化剤は液状ポリイソブチレン樹脂又は液状ポリブテンである。末端に炭素－炭素
二重結合及び変性ポリイソブチレンを有するポリイソブチレン樹脂及びポリイソブテンを
利用することができる。変性ポリイソブチレン樹脂は、水素添加、マレイン化、エポキシ
化、アミノ化、又は類似の方法により修飾された二重結合を有する。
【００４５】
　有機電気発光デバイスを接着性封入用組成物で直接封入するので、柔軟化剤が接着性封
入用組成物と分離すること、及び電極と発光ユニットとの間の界面に浸透すること、を防
止するために比較的高い粘度を有する柔軟化剤を使用することが可能である。例えば、１
００℃で５００～５，０００，０００ｍｍ２／秒の動粘度を有する柔軟化剤を用いること
ができる。別の実施形態では１０，０００～１，０００，０００ｍｍ２／秒の動粘度を有
する柔軟化剤を用いることができる。柔軟化剤は様々な分子量を有し得るが、有機電気発
光デバイスを接着性封入用組成物で直接封入するので、柔軟化剤の重量平均分子量は約１
，０００～５００，０００ｇ／モルであり得る。更に別の実施形態において、柔軟化剤が
接着性封入用組成物と分離し、有機発光ユニット等の有機材料に溶解するのを防ぐために
、重量平均分子量は約３，０００～１００，０００ｇ／モルであり得る。
【００４６】
　使用する柔軟化剤の量は一般に制限されないが、接着性封入用組成物の望ましい接着力
、熱抵抗性、及び剛性の見地から、柔軟化剤は、全接着性封入用組成物に対して約５０重
量％未満の量で典型的には使用することが可能である。別の実施形態において、接着性封
入用組成物は約５重量％～４０重量％の柔軟化剤を含有する。使用する柔軟化剤の量が５
０重量％を超えると過度の可塑化が起こる可能性があり、熱抵抗性及び剛性に影響を与え
る可能性がある。
【００４７】
　充填剤、カップリング剤、紫外線吸収剤、紫外線安定剤、酸化防止剤、安定剤、又はこ
れらの幾つかの組み合わせを接着性封入用組成物に添加してもよい。添加剤の量は、典型
的には、多官能性（メタ）アクリレートモノマーの硬化速度に悪影響を与えないように、
又は接着性封入用組成物の接着剤の物理的特性に悪影響を与えないように選択される。
【００４８】
　使用可能な充填剤の例としては、カルシウム又はマグネシウムの炭酸塩（例えば、炭酸
カルシウム、炭酸マグネシウム、及びドロマイト）、ケイ酸塩（例えば、カオリン、焼成
粘土、葉蝋石、ベントナイト、絹雲母、ゼオライト、タルク、アタパルジャイト、及び珪
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灰石）、ケイ酸（例えば、珪藻土、及びシリカ）、水酸化アルミニウム、パーライト、硫
酸バリウム（例えば、沈降硫酸バリウム）、硫酸カルシウム（例えば、石こう）、亜硫酸
カルシウム、カーボンブラック、酸化亜鉛、二酸化チタン、が含まれるが、乾燥剤（例え
ば、酸化カルシウム及び酸化バリウム）、及びこれらの混合物が挙げられるが、これらに
限定されない。
【００４９】
　充填剤は異なる粒径を有してもよい。例えば、可視域において高透過率を有する接着性
封入用組成物を提供することが望ましい場合、充填剤の平均一次粒径は１～１００ｎｍの
範囲であってもよい。別の実施形態において、充填剤の平均一次粒径は５ｎｍ～５０ｎｍ
の範囲内であり得る。更に、低水分透過性を改善するためにプレート又は鱗状の形態の充
填剤を使用する場合は、これらの平均一次粒径は０．１～５μｍの範囲内であり得る。更
に、充填剤の接着性封入用組成物への分散可能性の観点から、疎水性表面処理親水性充填
剤を用いることが可能である。任意の従来の親水性充填剤を疎水処理によって変性するこ
とが可能である。例えば、親水性充填剤の表面を、ｎ－オクチルトリアルコキシシランな
どの疎水基を含有するアルキル、アルキル又はアルキルシラン結合剤、ジメチルジクロロ
シラン及びヘキサメチルジシラザンなどのシリル化剤、ヒドロキシル末端を有するポリジ
メチルシロキサン、ステアリルアルコールなどの高級アルコール、又はステアリン酸など
の高級脂肪酸で処理することが可能である。
【００５０】
　シリカ充填剤の例としては、ジメチルジクロロシランで処理された製品、例えば、商標
表記ＡＥＲＯＳＩＬ－Ｒ９７２、Ｒ９７４又はＲ９７６８（Ｎｉｐｐｏｎ　Ａｅｒｏｓｉ
ｌ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．）として市販されているもの、ヘキサメチルジシラザンで処理され
た製品、例えば、商標表記ＡＥＲＯＳＩＬ－ＲＸ５０、ＮＡＸ５０、ＮＸ９０、ＲＸ２０
０又はＲＸ３００（Ｎｉｐｐｏｎ　Ａｅｒｏｓｉｌ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．）で市販、オクチ
ルシランで処理された製品、例えば、商標表記ＡＥＲＯＳＩＬ－Ｒ８０５（Ｎｉｐｐｏｎ
　Ａｅｒｏｓｉｌ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．）として市販されているもの、ジメチルシリコーン
油で処理された製品、例えば、商品表記ＡＥＲＯＳＩＬ－ＲＹ５０、ＮＹ５０、ＲＹ２０
０Ｓ、Ｒ２０２、ＲＹ２００又はＲＹ３００（Ｎｉｐｐｏｎ　Ａｅｒｏｓｉｌ　Ｃｏ．，
Ｌｔｄ．）として市販されているもの、及び商標表記ＣＡＢ　ＡＳＩＬ　ＴＳ－７２０（
Ｃａｂｏｔ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．）として市販されているものが挙げられるが、これらに限
定されない。
【００５１】
　充填剤は単独で又は組み合わせて使用してもよい。充填剤を含む実施形態において、添
加される充填剤の量は接着性封入用組成物の総量に対して一般に０．０１～２０重量％で
ある。
【００５２】
　粒子の表面改質剤として用いられないカップリング剤を添加して、封入用組成物の接着
を改善してもよい。カップリング剤は、典型的には、有機成分と反応又は相互作用する部
分及び無機成分と反応又は相互作用する部分を有する。接着性封入用組成物に添加すると
き、カップリング剤はポリマー、及び基材上に配置される任意の導電性金属、例えばＩＴ
Ｏ等の無機表面と反応又は相互作用してもよい。これは、ポリマーと基材との間の接着性
を改善することができる。有用なカップリング剤の例としては、メタクリルオキシプロピ
ルメチルジメトキシシラン（Ｓｈｉｎｅｓｔｓｕ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．
製ＫＢＭ５０２）、３－メルカプトプロピルメチルジメトキシシラン（Ｓｈｉｎｅｓｔｓ
ｕ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．製ＫＢＭ８０２）、及びグリシジルプロピルト
リメトキシシラン（Ｓｈｉｎｅｓｔｓｕ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．製ＫＢＭ
４０３）が挙げられる。
【００５３】
　紫外線吸収剤の例としては、ベンゾトリアゾール系化合物、オキサゾリック酸アミド系
化合物、及びベンゾフェノン系化合物が挙げられるが、これらに限定されない。使用する
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場合、紫外線吸収剤は接着性封入用組成物の全体量に対して約０．０１重量％～３重量％
の量で用いることが可能である。
【００５４】
　使用可能な酸化防止剤の例としては、ヒンダードフェノール系化合物及びリン酸エステ
ル系化合物が挙げられるが、これらに限定されない。使用する場合、かかる化合物は接着
性封入用組成物の全体量に対して約０．０１重量％～２重量％の量で用いることが可能で
ある。
【００５５】
　使用可能な安定剤の例としては、フェノール系安定剤、ヒンダードアミン系安定剤、イ
ミダゾール系安定剤、ジチオカルバメート系安定剤、リン系安定剤、硫黄エステル系安定
剤、及びフェノチアジンが挙げられるがこれらに限定されない。使用する場合、かかる化
合物は接着性封入用組成物の総量に対して約０．００１重量％～３重量％の量で用いるこ
とが可能である。
【００５６】
　接着性封入用組成物は当業者に既知の様々な方法により調製することができる。例えば
、接着性封入用組成物は上記化合物を完全に混合することにより調製できる。組成物を混
合するためにニーダー又は押出成形機などの任意の混合器を使用することができる。得ら
れる組成物は、接着性封入用組成物として用いることができる、又は他の成分と組み合わ
せて接着性封入用組成物を形成することができる。
【００５７】
　接着性封入用組成物は多様な形状で使用可能である。たとえば、接着性封入用組成物を
、スクリーン印刷法又は類似の方法を用いて直接デバイス基材又はその任意の構成要素等
に適用することができる。接着性封入用組成物はまた、適切な基材上にコーティングされ
て、接着性封入用組成物を形成することができる。図１Ａは、基材１１０及び接着性封入
用層１２０を含む例示的な接着性封入用被膜１００Ａの断面構造を示す。基材は成形のた
めに一時的に使用してもよく、又は基材は接着性封入用組成物を使用するまで一体化され
ていてもよい。いずれの場合も、基材の表面を、例えばシリコーン樹脂で放出処理するこ
とが可能である。接着性封入用組成物のコーティングは、当業者に既知の方法、例えばダ
イコーティング、スピンコーティング、ドクターブレードコーティング、カレンダリング
、押出成形等を用いて実施することができる。
【００５８】
　接着性封入用被膜で用いられる支持体は、裏材であって、例えば紙、プラスチック、及
び／又は金属箔の被膜又はシートを含む裏材を備えてもよい。上記基材の表面と同様に、
例えばシリコーン樹脂等の剥離剤で処理されるように、裏材は剥離ライナであってもよい
。
【００５９】
　接着性封入用層は、例えば約５～２００μｍ、約１０～１００μｍ、又は約２５～１０
０μｍ等の種々の厚さを有してもよい。接着性フィルムは、当該フィルムを裏材から分離
することにより封入剤として使用してもよい。１つの実施形態において、接着性封入用層
の外表面を剥離ライナ等の手段により保護してもよい。
【００６０】
　図１Ａに示される構造の他に、接着性封入用被膜は様々な形状で提供され得る。例えば
、接着性封入用組成物が電子デバイスの封入剤として使用される場合には、接着性封入用
被膜は電子デバイスの構成要素と組み合わされることにより使用され得る。
【００６１】
　例えば、接着性封入用被膜は、図１Ｂに示すように基材１１０の反対側の接着性封入用
層１２０上に配置される気体遮断被膜１３０を更に備えてもよい。気体遮断被膜１３０は
、水蒸気、酸素、又はそれら両方に対する遮断特性を有するフィルムである。任意の好適
な材料及び構造を気体遮断被膜１３０に使用することが可能である。気体遮断層は、Ｓｉ
Ｏ、ＳｉＮ、ＤＬＦ（ダイヤモンド様被膜）、又はＤＬＧ（ダイヤモンド様ガラス）等の



(12) JP 5890177 B2 2016.3.22

10

20

30

40

50

無機材料を含んでもよい。気体遮断層はまた、ポリエステル、ポリエーテルスルホン、ポ
リイミド、フルオロカーボン、及びポリマーと無機層とを交互に含む多層被膜から成る群
から選択されるポリマーを含んでもよい。ポリマーと無機層とを交互に含む多層被膜は、
一般に可撓性光透過性基材上に配置され、これら多層被膜は米国特許第７，０１８，７１
３　Ｂ２号（Ｐａｄｉｙａｔｈら）に記載されている。
【００６２】
　また接着性封入用被膜は、図１Ｃ及び１Ｄに示すように捕捉剤１４０を更に備えてもよ
い。図１Ｃでは、捕捉剤は、気体遮断被膜１３０と接着性封入用組成物１２０との間に配
置される。図１Ｄでは、捕捉剤は、接着性封入用組成物と基材１１０との間に配置される
。捕捉剤は、水吸収剤又は乾燥剤として機能する材料を含んでもよい。捕捉剤には任意の
好適な材料及び構成体を用いてもよい。捕捉層は、金属、又は例えばＣａ、Ｂａ、ＣａＯ
、又はＢａＯ等の金属酸化物のような無機材料を含んでもよい。幾つかの実施形態では、
形状は、一般に被膜様又はシート様形態である。図１Ｄに示すように、各層の領域及び形
状は、接着性封入用層の少なくとも一部が直接基材に接着するように調整することができ
る。
【００６３】
　接着性封入用被膜は、気体遮断被膜及び捕捉剤の両方を含んでもよい。このように、電
子デバイスの封入を強化することができ、同時に封入プロセスを単純化することができる
。
【００６４】
　接着性被封入被膜は、スクリーン印刷法、スピンコーティング法、ドクターブレード法
、カレンダー法、回転ダイ、Ｔ－ダイ等を用いる押出成形法が挙げられるが、これらに限
定されない種々の方法により作製することができる。
【００６５】
　いくつかの方法において、裏材１１０上に剥離被膜として機能する接着性封入用被膜を
形成し、次いで接着性被膜を電気発光デバイスの構成要素に移す積層方法を使用する。こ
れらの方法を用いて、気体遮断被膜及び捕捉剤を形成することもできる。
【００６６】
　有機電気発光デバイスも本明細書に開示される。有機電気発光デバイスは、１対の対向
する電極と、少なくとも有機発光層を有する発光ユニットであって、対向する電極対の間
に配置される発光ユニットと、発光ユニットの上、上方、又は周囲に配置される接着性封
入用組成物であって、本明細書に記載される接着性封入用組成物のうちの任意の１種を含
む接着性封入用組成物と、を含んでもよい。
【００６７】
　有機電気発光デバイスでは、電極及び発光ユニットを積重ね体と称することもある。積
重ね体は、種々の構成を有してもよく、例えば、積重ね体は、組み込まれている１つの発
光ユニット、又は２つ以上の発光ユニットの組み合わせを含んでもよい。積重ね体の構造
を以下に説明する。
【００６８】
　幾つかの実施形態では、積重ね体は装置の基材上に担時される。図２は、基材２０１上
に配置された積重ね体２０５を含む例示的な有機電気発光デバイス２００を示す。積重ね
体は、接着性封入用層２０６、並びに任意構成要素２０７及び２０８に封入される。積重
ね体２０５は、アノード２０２、発光ユニット２０３、及びカソード２０４を含む。
【００６９】
　デバイスの基材は、剛性又は硬質（容易に屈曲しない）であってもよく、可撓性であっ
てもよい。硬質基材は、イットリア安定化ジルコニア（ＹＳＺ）、ガラス、及び金属等の
無機材料を含んでもよく、又は硬質基材は、ポリエステル、ポリイミド、及びポリカーボ
ネート等の樹脂材料を含んでもよい。可撓性材料は樹脂材料は、例えば、フッ素含有ポリ
マー（例えば、三フッ化ポリエチレン、ポリクロロトリフルオロエチレン（ＰＣＴＦＥ）
、フッ化ビニリデン（ＶＤＦ）とクロロトリフルオロエチレン（ＣＴＦＥ）とのコポリマ
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ー）、ポリイミド、ポリカーボネート、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフ
タレート、脂環式ポリオレフィン、又はエチレン－ビニルアルコールコポリマーを含んで
もよい。
【００７０】
　デバイスの形状、構造、寸法等は限定されない。デバイスの基材は、プレート形状を有
することが多い。デバイスは透明、無色、半透明、又は不透明であってもよい。基材は、
ＳｉＯ、ＳｉＮ、ＤＬＦ（ダイヤモンド様被膜）、又はＤＬＧ（ダイヤモンド様ガラス）
等の無機材料を含む気体遮断層でコーティングしてもよい。気体遮断層被膜はまた、その
上にポリマーと無機層が交互に配置される可撓性可視光透過性基材を含んでもよく、これ
らの被膜は米国特許第７，０１８，７１３　Ｂ２号（Ｐａｄｉｙａｔｈ　ｅｔ　ａｌ．）
に記載されている。気体遮断層は、真空蒸着、物理蒸着、及びプラズマＣＶＤ（化学蒸着
）等の方法を用いて形成してもよい。
【００７１】
　任意構成要素２０７は、色フィルタ層を含んでもよい。任意構成要素２０８は、可撓性
材料であっても剛性材料であってもよい。例えば、任意構成要素２０８は、硬質材料、典
型的にはガラス又は金属を含む封止キャップ（時に封止プレート等とも呼ばれる）を含ん
でもよい。任意構成要素２０７はまた、気体遮断層を含んでもよい。
【００７２】
　積重ね体２５は、１対の対向する電極２０２及び２０４（即ちアノードとカソード）と
、電極間に配置される発光ユニット２０３を含む。発光ユニットは、有機発光層を包含す
る様々な層構造を有してよく、当該構造は以下に記載される。
【００７３】
　アノードは一般に有機発光層にホールを供給する働きをする。任意の既知のアノード材
料を使用することができる。アノード材料の仕事関数は一般に４．０ｅＶ以上であり、ア
ノード材料の好適な例としては、酸化スズ、酸化亜鉛、酸化インジウム及びインジウム酸
化スズ（ＩＴＯ）などの半導体金属酸化物、金、銀、クロム及びニッケルのような金属、
及びポリアニリン及びポリチオフェンなどの有機電気導電性材料が挙げられるがこれらに
限定されない。アノードは、例えば、真空蒸着、スパッタリング、イオンめっき、ＣＶＤ
又はプラズマＣＶＤによって形成されるフィルムを通常含む。いくつかの用途において、
アノードはエッチング等でパターニングされてもよい。アノードの厚さは広範囲にわたっ
て異なってもよく、一般に約１０ｎｍ～５０μｍであってよい。
【００７４】
　アノードとともに用いるカソードは、一般に、電子を有機発光層中に注入する働きをす
る。任意の既知のカソード材料を使用することができる。カソード材料の仕事関数は通常
４．５ｅＶ以下であり、カソード材料の好適な例としては、Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ及びＣｓ等の
アルカリ金属、ＬｉＦ／Ａｌ等の複合体材料、Ｍｇ及びＣａ等のアルカリ土類金属、金、
銀、インジウム及びイッテリビウム等の希土類金属、並びにＭｇＡｇ等の合金が挙げられ
るがこれらに限定されない。カソードは、例えば、真空蒸着、スパッタリング、イオンめ
っき、ＣＶＤ又はプラズマＣＶＤによって形成されるフィルムを通常含む。いくつかの用
途において、カソードはエッチング等でパターニングされてもよい。カソードの厚さは広
範囲にわたって異なってもよく、一般に約１０ｎｍ～５０μｍであってよい。
【００７５】
　アノードとカソードとの間に配置される発光ユニットは様々な層構造を有してもよい。
例えば、発光ユニットは有機発光層のみを含む単層構造であってもよく、又は次のような
多層構造であってもよい。有機発光層／電子輸送層、ホール輸送層／有機発光層、ホール
輸送層／有機発光層、ホール輸送層／有機発光層／電子輸送層有機発光層／電子輸送層／
電子注入層、及び電子注入層／ホール輸送層／有機発光層／電子輸送層／電子注入層。こ
れらの層のそれぞれを以下に説明する。
【００７６】
　有機発光層は少なくとも１つの発光材料を含むことができ、任意でホール輸送材料、電
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子輸送材料等を含んでもよい。発光材料は特に限定されず、有機電気発光デバイスの製造
で通常使用される発光材料を使用することができる。発光材料としては、金属錯体、低分
子量蛍光性着色材料、蛍光性ポリマー化合物、又はリン光材料を挙げることができる。金
属錯体の好適な例としては、トリス（８－キノリノレート）アルミニウム錯体（Ａｌｑ３
）、ビス（ベンゾキノリノレート）ベリリウム錯体（ＢｅＢｑ２）、ビス（８－キノリノ
レート）亜鉛錯体（Ｚｎｑ２）、及びフェナントロリン系ユーロピウム錯体（Ｅｕ（ＴＴ
Ａ）３（フェン））が挙げられるがこれらに限定されない。低分子量蛍光性着色材料の好
適な例は、ペリレン、キナクリドン、クマリン及び２－チオフェンカルボン酸（ＤＣＪＴ
Ｂ）を含むがこれらに限定されない。蛍光性ポリマー化合物の好適な例としては、ポリ（
ｐ－フェニレンビニレン）（ＰＰＶ）、９－クロロメチルアントラセン（ＭＥＨ－ＰＰＶ
）、及びポリフルオレン（ＰＦ）が挙げられるがこれらに限定されない。リン光材料の好
適な例としては、プラチナオクタエチルポルフィリン、及びシクロメタル化イリジウム化
合物が挙げられる。
【００７７】
　有機発光層は上述の材料などの発光材料から任意の好適な方法を用いて形成することが
できる。例えば、有機発光層は、真空蒸着又は物理蒸着等のフィルム形成法を用いて形成
することができる。有機発光層の厚さは特に限定されないが、一般に約５ｎｍ～１００ｎ
ｍであり得る。
【００７８】
　有機発光ユニットはホール輸送材料を含んでもよい。ホール輸送材料は、一般に、アノ
ードからホールを噴射し、ホールを輸送し、又はカソードから噴射される電子をブロック
する働きをする。ホール輸送材料の好適な例としては、Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’
－ジ（ｍ－トリル）ベンジジン（ＴＰＤ）、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラキス（ｍ－トリ
ル）－１，３－フェニレンジアミン（ＰＤＡ）、１，１－ビス［Ｎ，Ｎ－ジ（ｐ－トリル
）アミノ］フェニル］シクロヘキサン（ＴＰＡＣ）、及び４，４’，４”－トリス［Ｎ，
Ｎ’，Ｎ”－トリフェニル－Ｎ，Ｎ’，Ｎ”－トリ（ｍ－トリル）アミノ］－フェニレン
（ｍ－ＭＴＤＡＴＡ）が挙げられるがこれらに限定されない。ホール輸送層及びホール注
入層はそれぞれ真空蒸着及び物理蒸着等のフィルム形成法を用いて形成され得る。これら
層の厚さは特に限定されないが、一般に５ｎｍ～１００ｎｍであり得る。
【００７９】
　有機発光ユニットは電子輸送材料を含むことができる。電子輸送材料は電子を輸送する
、又はアノードから噴射されるホールをブロックする働きをする。電子輸送材料の好適な
例としては、２－（４－第三級－ブチルフェニル）－５－（４－ビフェニル）－１，３，
４－オキサジアゾール（ＰＢＤ）、及び３－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４－フ
ェニル－５－（４－ビフェニル）－１，２，４－トリアゾール（ＴＡＺ）ＡＩＱが挙げら
れるがこれらに限定されない。電子輸送層及び電子注入層はそれぞれ真空蒸着及び物理蒸
着等のフィルム形成法を用いて形成され得る。これら層の厚さは特に限定されないが、一
般に５ｎｍ～１００ｎｍであり得る。
【００８０】
　本明細書に開示される有機電気発光デバイスでは、上記積重ね体を接着性封入用組成物
又は接着性封入用被膜に封入することができる。いずれの場合も、それらはデバイス基材
上に配置される積重ね体の露出面全体を覆う層の形態で用いることができる。
【００８１】
　有機電気発光デバイスでは、接着性封入用組成物又は接着性封入用被膜は、単独で接着
特性を有する。例えば、被膜を積層するために追加の接着層は必要ない。即ち、更に接着
剤を積層することが省略され、製造プロセスの簡易化及び信頼性が強化され得る。更に、
従来技術と異なり、積層体が接着性封入用組成物で覆われるのでデバイスに封入スペース
が残らない。封入スペースがないと水分透過が減少し、それによりデバイス特性の劣化を
防ぎコンパクトで薄いデバイスを維持する。封入スペースがあることが望ましい場合、デ
バイスを取り囲む接着剤のガスケットを用いてもよい。
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【００８２】
　更に、接着性封入用組成物又は封入用被膜はスペクトラムの可視領域（３８０ｎｍ～８
００ｎｍ）で透明であり得る。封入用フィルムの平均透過性は、典型的には８０％未満又
は９０％未満であるので、封入用被膜が有機電気発光デバイスの発光効率を実質的に劣化
させることはない。これは、上方発光ＯＬＥＤで特に有益であり得る。
【００８３】
　積層体の外側には、積層体の上部及び底部を保護するための不動態フィルムを設けても
よい。不動態フィルムは、ＳｉＯ、ＳｉＮ、ＤＬＧ、又はＤＬＦ等の無機材料から、例え
ば、真空蒸着及びスパッタリング等の被膜形成法を用いて形成することができる。不動態
フィルムの厚さは特に限定されないが、一般に約５ｎｍ～１００ｎｍであり得る。
【００８４】
　積重ね体の外側には、水分及び／又は酸素を吸収することのできる材料又はその層を配
置することもできる。かかる層は所望の効果を得られる限りいずれの場所に配置されても
よい。かかる材料又は層は、場合によって、乾燥剤、水分吸収剤、乾燥層等と呼ばれるが
、本明細書では「捕捉剤」又は「捕捉層」と呼ぶ。捕捉剤の例としては、米国特許出願公
開第２００６／００６３０１５号（ＭｃＣｏｒｍｉｃｋ　ｅｔ　ａｌ．）によると、酸化
カルシウム、酸化マグネシウム、及び酸化バリウム等の金属酸化物、硫酸マグネシウム、
硫酸ナトリウム、及び硫酸ニッケル等の硫酸塩、アルミニウムオキシドオクチレート等の
有機金属化合物、及びＢ２Ｏ３が挙げられるが、これらに限定されない。特願第２００５
－０５７５２３号に記載されているようにポリシロキサンを利用してもよい。捕捉層は、
捕捉剤の種類を基に当業者に既知の任意の方法によって形成することができる。例えば、
捕捉層はその中に、感圧性接着剤、スピンコーティング、捕捉剤溶液、又は真空気相堆積
又はスパッタリングのようなフィルム形成法によって、捕捉剤を分散したフィルムを取り
付けることにより形成され得る。捕捉層の厚さに制限はないが、一般に約５ｎｍ～５００
μｍである。
【００８５】
　上記の構成要素に加えて、有機電気発光デバイスは当業者には既知の様々な構成要素を
追加的に含むことができる。
【００８６】
　フルカラー装置が所望の場合は、白色発光部分を有する有機電気発光デバイスを色フィ
ルタと組み合わせて使用することができる。かかる組み合わせは３色発光法では不要であ
る。更に、色変換法（ＣＣＭ）、色純度を補正する色フィルタを採用している有機電気発
光デバイスを組み合わせて使用することが可能である。
【００８７】
　代替的方法によると、有機電気発光デバイスは最外層として保護被膜を有してもよい。
この保護被膜は、水蒸気遮断又は酸素遮断特性を有する保護被膜を含んでもよく、場合に
よって「気体遮断被膜」又は「気体遮断層」と呼ぶ。気体遮断層は水蒸気遮断特性を有す
る様々な材料で形成され得る。好適な材料には、フッ素含有ポリマー（例えば、ポリエチ
レンナフタレート、ポリエチレントリフルオライド、ポリクロロトリフルオエチレン（Ｐ
ＣＴＥＦ）、ポリイミド、ポリカーボネート、ポリエチレンテレフタレート、脂環式ポリ
オレフィン及びエチレン－ビニルアルコールコポリマー）を含むポリマー層が挙げられる
がこれらに限定されない。かかるポリマー層、又はかかるポリマー層を無機薄膜（例えば
、酸化ケイ素、窒化ケイ素、酸化アルミニウム、ＤＬＧ、又はＤＬＦ）で、フィルム形成
法（例えば、スパッタリング）を用いてコーティングして得る層の積重ね体が使用可能で
ある。気体遮断層被膜はまた、その上に交互に配置されるポリマーと無機層を有する可撓
性可視光透過性基材を含んでもよく、これらの被膜は米国特許第７，０１８，７１３　Ｂ
２号（Ｐａｄｉｙａｔｈ　ｅｔ　ａｌ．）に記載されている。ガスバリアフィルム層の厚
さは広範囲にわたって異なってもよく、一般に約１０ｎｍ～５００μｍであってもよい。
【００８８】
　本明細書に開示される有機電気発光デバイスは、種々の分野における照明又はディスプ
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レイ手段として利用することができる。用途の例には次が挙げられる。蛍光ランプの代わ
りに使用される照明装置、コンピュータ装置、テレビ受信機、ＤＶＤ（デジタルビデオデ
ィスク）、オーディオ機器、測定機械設備、携帯電話、ＰＤＡ（携帯情報端末）、パネル
等の表示装置、バックライト、及びプリンタ等の光源アレイ。
【００８９】
　接着性封入用組成物はまた、基材上に配置される金属及び金属酸化物構成要素を封入す
るために用いてもよい。例えば、接着性封入用組成物は、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）
等の実質的に透明な導電性金属がガラス等の基材上に、又は三酢酸セルロース等のポリマ
ー被膜上に沈着しているタッチスクリーンに用いてもよい。接着性封入用組成物は、金属
及び／又は基材を腐食させる恐れのある酸性要素を少量しか含まなくてもよく、又は全く
含まなくてもよい。
【００９０】
　光起電力電池又は光起電力電池のアレイ（相互接続されている一連の光起電力電池）と
、光起電力電池の上、上方、又は周囲に配置される接着性封入用組成物であって、有機電
気発光デバイスで用いるための上記組成物のいずれかを含む接着性封入用組成物と、を備
える光起電力電池も本明細書に開示される。
【００９１】
　一般に、光起電力電池は、光を電気に変換するために用いられる半導体デバイスであり
、太陽電池と呼ばれる場合もある。光に曝露されると、光起電力電池は、端子を超えて電
圧を発生させ、結果として電子を流し、その大きさは電池の表面に形成される光起電ジャ
ンクションに対して光が衝突する強度に比例する。典型的には、一連の太陽電池モジュー
ルは相互接続されて、単一電気発生ユニットとして機能する太陽電池アレイを形成し、前
記電池及びモジュールは、装置の一部に電力を供給する、又は貯蔵用電池を供給するため
等に好適な電圧を生じさせるように相互接続される。
【００９２】
　光起電力電池で用いられる半導体材料は、結晶質又は多結晶質シリコン又は薄膜シリコ
ン、例えば非晶質、半結晶質シリコン、ガリウムヒ素、二セレン化銅インジウム、有機半
導体、ＣＩＧ等を含む。２種の光起電力電池、ウェファ及び薄膜が存在する。ウェファは
、単一結晶又は多結晶インゴットから機械的に鋸引きする、又は鋳造することにより作製
される半導体材料の薄いシートである。薄膜に基づく光起電力電池は、スパッタリング又
は化学蒸着プロセス等を用いて基材又は超基材（supersubstrate）上に典型的に配置され
る半導体材料の連続層である。
【００９３】
　ウェファ及び薄膜光起電力電池は、モジュールが１つ以上の支持体を必要とすることが
できるのに十分な程度脆性であることが多い。支持体は剛性、例えばガラスプレート剛性
材料であってもよいか、又は可撓性材料、例えばポリイミド又はポリエチレンテレフタレ
ート等の好適なポリマー材料の金属膜及び／又はシートであってもよい。支持体は、最上
層であっても基材であってもよく、即ち光起電力電池と光源との間に位置し、光源からの
光を通過させる。これに代えて又はこれに加えて、支持体は、光起電力電池の後に位置す
る底層であってもよい。
【００９４】
　接着性封入用組成物は、光起電力電池の上、上方、又は周囲に配置することができる。
接着性封入用組成物を用いて、光起電力電池を環境から保護することができる、及び／又
は電池を支持体に接着させることができる。接着性封入用組成物は、同じ組成又は異なる
組成のいずれを有してもよい幾つかの封入用層のうち１つとして適用してもよい。更に、
接着性封入用組成物は、電池に直接適用し、次いで硬化してもよく、又は接着性封入用被
膜を用いてもよく、この場合接着性封入層を光起電力電池に積層し、次いで層を硬化させ
る。
【００９５】
　図３Ａは、光起電力電池３０３を封入する接着性封入用層３０２及び３０４を含む例示
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的な光起電力電池３００Ａの断片構造を示す。前基材３０１及び裏基材３０５も示す。図
３Ｂは、例示的な光起電力電池３００Ｂであって、化学蒸着等の好適な方法により光起電
力電池３０３が前基材３０１上に配置され、その後例えば取り外し可能な基材を含む接着
性封入用被膜を用いて接着性封入用層３０４が適用される（又は接着剤は３０５に予め適
用されている）光起電力電池３００Ｂの断面構造を示す。図３Ｂは、別の例示的な光起電
力電池３００Ｃであって、化学蒸着等の好適な方法により光起電力電池３０３が裏基材３
０５上に配置され、その後例えば取り外し可能な基材を含む接着性封入用被膜を用いて接
着性封入用層３０２が適用される光起電力電池３００Ｃの断面構造を示す。必要に応じて
前基材を利用してもよい。
【００９６】
　半導体層と、前記半導体層の上、上方、又は周囲に配置される接着性封入用組成物であ
って、本明細書に記載される接着性封入用組成物のうちいずれか１つを含む接着性封入用
組成物と、を含む薄膜トランジスタも本明細書に開示される。薄膜トランジスタは、半導
体材料の薄膜と、基材に接触する誘電体層及び金属を配置することにより作製される特別
な種類の電界効果トランジスタである。薄膜トランジスタを用いて発光デバイスをドライ
ブすることができる。
【００９７】
　有用な半導体材料としては、光起電力電池について上述したもの及び有機半導体が挙げ
られる。有機半導体としては、ルブレン、テトラセン、ペンタセン、ペリレンジイミド、
テトラシアノキノジメタン等の小分子、及びポリ（３－ヘキシルチオフェン）を含むポリ
チオフェン、ポリフルオレン、ポリジアセチレン、ポリ（２，５－チエニレンビニレン）
、ポリ（ｐ－フェニレンビニレン）等のポリマーを含む芳香族又は他のコンジュゲート電
子系が挙げられる。無機材料の蒸着は、化学蒸着又は物理蒸着を用いて実施することがで
きる。有機材料の蒸着は、小分子の真空蒸着又はポリマー若しくは小分子の溶液流延によ
り実施することができる。
【００９８】
　薄膜トランジスタは、一般に、ゲート電極と、ゲート電極上のゲート誘電体と、ゲート
誘電体に隣接したソース電極及びドレイン電極と、ゲート誘電体に隣接し、且つソース及
びドレイン電極に隣接した半導体層とを含む、例えばＳ．Ｍ．Ｓｚｅ，Ｐｈｙｓｉｃｓ　
ｏｆ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ　Ｄｅｖｉｃｅｓ，２ｎｄ　ｅｄｉｔｉｏｎ，Ｊｏｈ
ｎ　Ｗｉｌｅｙ　ａｎｄ　Ｓｏｎｓ，ｐａｇｅ　４９２，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ（１９８１）
参照。これらの構成要素は、様々な構成で組み立てることができる。
【００９９】
　図４Ａは、米国特許第７，２７９，７７７　Ｂ２号（Ｂａｉ　ｅｔ　ａｌ．）に開示さ
れている、基材４０１と、基材上に配置されるゲート電極４０２と、ゲート電極上に配置
される誘電体材料４０３と、ゲート電極上に配置される任意の表面改質被膜４０４と、表
面改質被膜に隣接する半導体層４０５と、半導体層に接触するソース電極４０６及びドレ
イン電極４０７と、を含む例示的な薄膜トランジスタ４００Ａの断面構造を示す。
【０１００】
　図４Ｂは、基材４１３上に配置されるゲート電極４０７を含む、米国特許第７，３５２
，０３８　Ｂ２号（Ｋｅｌｌｅｙ　ｅｔ　ａｌ．）に開示されている例示的な薄膜トラン
ジスタ４００Ｂの断面構造を示す。ゲート誘電体４０８は、ゲート電極上に配置される。
実質的非フッ素化ポリマー層４０９は、ゲート誘導体と有機半導体層４１０との間に介在
する。ソース４１１及びドレイン４１２電極は、半導体層上に設けられる。
【０１０１】
　本発明は、以下の実施例により更に説明されるが、実施例はいかなる方法でも本発明を
限定することを意図するものではない。
【実施例】
【０１０２】
　試験方法
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　実施例１に記載のようにシリコン処理ＰＥＴ上に組成物をコーティングし、硬化させる
ことにより各サンプルを調製した。各硬化接着性層の水分透過性を、ＪＩＳ　Ｚ０２０８
に記載のカップ法により測定した。オーブン条件は、６０℃、相対湿度９０％で２４時間
であった。測定は各サンプルにつき２回ずつ行い、平均値を表３に示す。
【０１０３】
　可視光透過性
　実施例１に記載のようにシリコン処理ＰＥＴ上に組成物をコーティングし、硬化させる
ことにより各サンプルを調製した。Ｈｉｔａｃｈｉ製分光光度計Ｕ－４１００を用いて、
４００ｎｍ～８００ｎｍの範囲の透過性を測定した。結果を表３に示す。
【０１０４】
　動的粘弾性
　動的粘弾特性は、－８０℃～１５０℃の範囲で、１．０Ｈｚの周波数の剪断モードで、
ＡＲＥＳレオメータ（Ｒｈｅｏｍｅｔｒｉｃ　Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ　Ｉｎｃ．製）で測
定した。流動性指数では、８０℃及び１００℃における損失係数ｔａｎ（δ）（損失率Ｇ
”／貯蔵弾性率Ｇ’）の値を測定した。結果を表３に示す。
【０１０５】
　材料
　市販の材料を表１に示し、購入したものをそのまま用いた。
【０１０６】
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【表１】

【０１０７】
　（実施例１）
　以下をヘプタンに溶解させて、４５重量％溶液を得た。３０ｇのＰＩＢ１、５０ｇのＨ
ＣＲ１、２０ｇのモノマー１、５ｇの充填剤、０．５ｇの反応開始剤１、及び０．５ｇの
カップリング剤１。ナイフコーターを用いてこの溶液をシリコン処理ＰＥＴ被膜（Ｔｅｉ
ｊｉｎ－ＤｕＰｏｎｔ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．Ａ３１　３８μｍ）上にコーティングした。次
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－ＤｕＰｏｎｔ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．Ａ７１　３８μｍ）に積層した。積層体に紫外線を１
分間照射し（Ｆｕｓｉｏｎ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．製Ｆ３００Ｓ（Ｈ弁）、１００ＭＪ×２０
回）、９０℃で６０分間オーブンを用いて堅固化した。得られた接着性層の厚さは１００
μｍであった。
【０１０８】
　（実施例２～９）
　実施例２～９は、表２に示す成分を使用したことを除いて、実施例１に関する記載の通
りに調製した。
【０１０９】
　（実施例１０）
　実施例１０は、表２に示す成分を使用したことを除いて、実施例１に関する記載の通り
に調製した。ＵＶ硬化の代わりに、被膜を１００℃で６０分間オーブン内で熱硬化させた
。
【０１１０】
　（実施例１１～１３）
　実施例１１～１３は、表２に示す成分を使用したことを除いて、実施例１に関する記載
の通りに調製した。ＵＶ硬化の代わりに、被膜を１００℃で１５分間オーブン内で熱硬化
させた。
【０１１１】
　比較例１（Ｃ１）
　以下をメチルエチルケトンに溶解させて、３０重量％溶液を得た。３５ｇのエポキシ樹
脂１、３５ｇのエポキシ樹脂２、３０ｇのエポキシ樹脂３、５ｇの触媒、及び１ｇのカッ
プリング剤３。ＵＶ硬化の代わりに、被膜を１００℃で１８０時間オーブン内で熱硬化さ
せた。
【０１１２】
　比較例２（Ｃ２）
　Ｃ２は、表２に示す成分を使用したことを除いて、実施例１に関する記載の通りに調製
した。
【０１１３】
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【０１１４】
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【表３】

【０１１５】
　ＯＬＥＤデバイスの調製
　ガラス基材を基材１として用い、ＩＴＯフィルムを用いたガラス基材（Ｓａｎｙｏ　Ｖ
ａｃｕｕｍ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．製、ＩＴＯ被膜厚１５０ｎｍ、シ
ート抵抗＜１４Ω／□、ガラス厚０．７ｍｍ、寸法４０ｍｍ×４０ｍｍ）をフォトリソグ
ラフィーによりパターン化して、ＩＴＯ電極パターンを形成した。基材の表面を溶媒洗浄
により洗浄し、有機官能及び金属電極層をＩＴＯ電極上に形成した。金属電極層［アルミ
ニウム（純度９９．９９％、Ｋｏｊｕｎｄｏ　Ｋａｓｅｉ　Ｋ．Ｋ．製）層１００ｎｍ］
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【０１１６】
　次いで、被膜封止材料（厚さ２５マイクロメートル）を積層して、ガラス（ガラス厚０
．７ｍｍ、寸法３０ｍｍ×３０ｍｍ）を封止した。封止部材及びＯＬＥＤ基材は互いに対
向しており、窒素ガスの不活性雰囲気下でそれから水分及び酸素をできる限り除去し、９
０℃、１　Ｎで３０分間真空積層機を用いて積層した。次いで封止したデバイスを１００
ｍＪ＊２０回でＦ３００Ｓ（Ｈ弁）［Ｆｕｓｉｏｎ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．製］により硬化さ
せた。ＯＬＥＤを、６０℃、相対湿度９０％にて、空気中で保存試験に供した。発光領域
が初期値の７５％に低下する時間を記録した。結果を表３に示す。
【０１１７】
　（実施例１４～１９）
　実施例１４を以下のように調製及び試験した。ＰＩＢ８及びＨＣＲ１（重量比７０：３
０）を剥離ライナ上に２５μｍ（１ｍｉｌ）コーティングした。得られた接着性層（露出
面）を、その上にポリマーと無機層が交互に配置された可撓性可視光透過性基材を含む被
膜に移動させ、これら被膜は米国特許第７，０１８，７１３　Ｂ２号（Ｐａｄｉｙａｔｈ
　ｅｔ　ａｌ．）に記載されている。次いで接着剤及び基材を、水分が除去されるまで８
０℃で焼成した。Ｃａ（反射性金属）をガラス基材上にコーティングし、Ｃａ側を接着性
層上に配置した。サンドイッチを積層した。濃度計を用いて、初期時間の光学密度を測定
した。次いでサンプルを６０℃／相対湿度９０％の環境チャンバ内で維持した。最初の３
日間、１日２回光学密度を測定した。次いで、密度が初期密度の５０％になるまで、１日
１回光学密度を測定した。
【０１１８】
　実施例１５～１７は、表４に示す成分を使用したことを除いて、実施例１４に関する記
載の通りに調製し、試験した。
【０１１９】
　実施例１８及び１９は、表４に示す成分を使用したことを除いて、実施例１４に関する
記載の通りに調製し、試験した。接着剤は、積層後ＵＶ硬化させた（３０００ｍＪ／ｃｍ
２）。
【０１２０】
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【表４】

【０１２１】
　（実施例２０～２７）
　実施例２０～２３は、表５に示す成分を使用したことを除いて、実施例１４に関する記
載の通りに調製し、試験した。
【０１２２】
　実施例２４～２８は、表５に示す成分を使用したことを除いて、実施例１４に関する記
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載の通りに調製し、試験した。積層後接着剤をＵＶ硬化（３０００ｍＪ／ｃｍ２）させた
。
【０１２３】
【表５】

【０１２４】
　（実施例２９～３０）
　実施例２９は、表６に示す成分を使用したことを除いて、実施例１４に関する記載の通
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りに調製し、試験した。積層後接着剤をＵＶ硬化（３０００ｍＪ／ｃｍ２）させた。
【０１２５】
　実施例３０は、表６に示す成分を使用したことを除いて、実施例１４に関する記載の通
りに調製し、試験した。積層後、６０℃で３０分間加熱することにより、接着剤を熱硬化
させた。
【０１２６】
【表６】

　本発明はまた、以下の内容を包含する。
　（１）電子デバイスで用いるための接着性封入用組成物であって、
　約３００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有する第１のポリイソブチレン樹脂と
、
　多官能性（メタ）アクリレートモノマーと、
　を含み、粘着付与剤を実質的に含まない、接着性封入用組成物。
　（２）前記第１のイソブチレン樹脂が、約１，０００，０００ｇ／モル超の重量平均分
子量を有する、項目（１）に記載の接着性封入用組成物。
　（３）前記第１のポリイソブチレンが、前記接着性封入用組成物の総重量の少なくとも
約５０重量％含まれる、項目（１）に記載の接着性封入用組成物。
　（４）電子デバイスで用いるための接着性封入用組成物であって、
　約３００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有する第１のポリイソブチレン樹脂と
、
　約１００，０００ｇ／モル未満の重量平均分子量を有する第２のポリイソブチレン樹脂
と、
　を含み、
　粘着付与剤を実質的に含まない、
　接着性封入用組成物。
　（５）前記第１のイソブチレン樹脂が、約４００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量
を有する、項目（４）に記載の接着性封入用組成物。
　（６）前記第１のポリイソブチレンが、前記接着性封入用組成物の総重量の少なくとも
約５０重量％含まれる、項目（４）に記載の接着性封入用組成物。
　（７）多官能性（メタ）アクリレートモノマーを更に含む、項目（４）に記載の接着性
封入用組成物。
　（８）全て前記接着性封入用組成物の総重量に対して、
　約５０～約８０重量％の前記第１のポリイソブチレン樹脂と、
　約１０～約３０重量％の前記第２のポリイソブチレン樹脂と、
　約１０～約２０重量％の前記多官能性（メタ）アクリレートモノマーと、
　を含む、項目（７）に記載の接着性封入用組成物。
　（９）電子デバイスで用いるための接着性封入用組成物であって、
　約３００，０００ｇ／モル未満の重量平均分子量を有する第２のポリイソブチレン樹脂
と、
　多官能性（メタ）アクリレートモノマーと、
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　粘着付与剤と、
　を含み、
　約３００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有する第１のポリイソブチレンを含ま
ない、
　接着性封入用組成物。
　（１０）前記第２のイソブチレン樹脂が、約１００，０００ｇ／モル未満の重量平均分
子量を有する、項目（９）に記載の接着性封入用組成物。
　（１１）全て前記接着性封入用組成物の総重量に対して、
　約１０～約５０重量％の前記第２のポリイソブチレン樹脂と、
　約１０～約４０重量％の前記多官能性（メタ）アクリレートモノマーと、
　約３０～約６０重量％の前記粘着付与剤と、
を含む、項目（９）に記載の接着性封入用組成物。
　（１２）電子デバイスで用いるための接着性封入用組成物であって、
　約３００，０００ｇ／モル超の重量平均分子量を有し、前記接着性封入用組成物の総重
量の２０重量％以下含まれる、第１のポリイソブチレン樹脂と、
　約３００，０００ｇ／モル未満の重量平均分子量を有する第２のポリイソブチレン樹脂
と、
　多官能性（メタ）アクリレートモノマーと、
　粘着付与剤と、
　を含む、接着性封入用組成物。
　（１３）前記第１のイソブチレン樹脂が、約１，０００，０００ｇ／モル超の重量平均
分子量を有する、項目（１２）に記載の接着性封入用組成物。
　（１４）全て前記接着性封入用組成物の総重量に対して、
　約１０～約３０重量％の前記第２のポリイソブチレン樹脂と、
　約１０～約３０重量％の前記多官能性（メタ）アクリレートモノマーと、
　約４０～約６０重量％の前記粘着付与剤と、
　を含む、項目（１２）に記載の接着性封入用組成物。
　（１５）前記多官能性（メタ）アクリレートモノマーが脂肪族ジ（メタ）アクリレート
を含む、項目（１）～（３）及び（７）～（１４）のいずれか一項に記載の接着性封入用
組成物。
　（１６）前記多官能性（メタ）アクリレートモノマーが多官能性（メタ）アクリレート
／エポキシモノマーを含む、項目（１）～（３）及び（７）～（１４）のいずれか一項に
記載の接着性封入用組成物。
　（１７）前記接着性封入用組成物が光重合性であり、光開始剤を含む、項目（１）～（
３）及び（７）～（１４）のいずれか一項に記載の接着性封入用組成物。
　（１８）前記接着性封入用組成物が熱重合性であり、熱反応開始剤を含む、項目（１）
～（３）及び（７）～（１４）のいずれか一項に記載の接着性封入用組成物。
　（１９）粒子を更に含む、項目（１）～（１４）のいずれか一項に記載の接着性封入用
組成物。
　（２０）基材上に配置される接着性層を含む接着性封入用被膜であって、前記接着性層
が項目（１）～（１４）のいずれか一項に記載の接着性封入用組成物を含む、接着性封入
用被膜。
　（２１）基材上に配置される接着性層と、前記基材の反対側の前記接着性層上に配置さ
れる気体遮断被膜と、を含む接着性封入用被膜であって、前記接着性層が項目（１）～（
１４）のいずれか一項に記載の接着性封入用組成物を含む、接着性封入用被膜。
　（２２）基材上に配置される接着性層と、前記基材の反対側の前記接着性層上又は前記
接着性層と前記基材との間に配置される、捕捉層と、を含む接着性封入用被膜であって、
前記接着性層が項目（１）～（１４）のいずれか一項に記載の接着性封入用組成物を含む
、接着性封入用被膜。
　（２３）有機電気発光デバイスであって、
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　１対の対向する電極と、
　少なくとも有機発光層を有し、前記対向する電極対の間に配置される発光ユニットと、
　前記発光ユニットの上、上方、又は周囲に配置される接着性封入用組成物であって、項
目（１）～（１４）のいずれか一項に記載の接着性封入用組成物を含む、接着性封入用組
成物と、
　を含む、有機電気発光デバイス。
　（２４）前記デバイスが可撓性である、項目（２３）に記載の有機電気発光デバイス。
　（２５）タッチスクリーンであって、
　ガラス又はポリマー基材と、
　前記基材上に配置される実質的に透明な導電性金属と、
　前記金属の上、上方、又は周囲に配置される接着性封入用組成物であって、項目（１）
～（１４）のいずれか一項に記載の接着性封入用組成物を含む、接着性封入用組成物と、
　を含む、タッチスクリーン。
　（２６）光起電デバイスであって、
　光起電力電池又は光起電力電池のアレイと、
　前記光起電力電池又は前記光起電力電池のアレイの光起電力電池のうち任意の１つの上
、上方、又は周囲に配置される接着性封入用組成物であって、項目（１）～（１４）のい
ずれか一項に記載の接着性封入用組成物を含む、接着性封入用組成物と、
　を含む、光起電デバイス。
　（２７）薄膜トランジスタであって、
　半導体層と、
　前記半導体層の上、上方、又は周囲に配置される接着性封入用組成物であって、項目（
１）～（１４）のいずれか一項に記載の接着性封入用組成物を含む、接着性封入用組成物
と、
　を含む、薄膜トランジスタ。
【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図１Ｃ】

【図１Ｄ】

【図２】

【図３Ａ】

【図３Ｂ】
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